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○

税金のかか6iい不動産の交換と＃

Q:社長所有のマンションと会社所有のマ

ンションを交換しようと思います。税金のか

からない方法はありますか。

J:土地や建物を交換した場合には、原則

として、時価によりそれぞれ譲渡があったも

のとして課税されます。

しかし、同一種類の固定資産の交換で、同

一の用途に供される場合には、実質的に譲渡

がなかったものとして、次の要件に該当する

場合には、課税の繰延べが認められています。

①同一種類の資産の交換であること

(例えば士地と土地、建物と建物）

②取得資産を譲渡資産の譲渡直前の用途に供

すること（例えば土地であれば宅地なら宅

地として使用する）

③譲渡資産は1年以上所有している固定資産

であること

④取得資産は相手方が固定資産として1年以

上所有していたものであり、交換のために

取得したものでないこと

⑤交換差金の金額がその交換した資産の高い

方の価額の20％以下であること

ここでの交換は、税法では等価交換を想定し

ていますので、以上の要件のよべてに該当す

る場合であっても、交換による取得資産の他

に金銭その他の資産を取得したときは、その

取得した金銭その他の資産（交換差金）の額

に相当する部分については、課税されます。

ご質問の場合はマンション全体の時価で判

定するのではなく、それぞれの土地及びそれ

ぞれの建物について判定します。
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